
様式第８（第１１条関係）

殿

住所 島根県飯石郡飯南町下赤名８８０

氏名 飯南町長 塚原　隆昭

飯 建 第 549 号

令 和 6 年 11 月 26 日

　　　　島根県知事　　　丸山　達也

　令和6年7月1日付け指令原第305号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金にかかる交付金事業の成果の評価について島根県電源立地地域対策交付金交付

要綱第１１条第３項の規定により別紙のとおり報告します。

令和６年度島根県電源立地地域対策交付金事業評価報告書



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和6年度）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。                                                          

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備 考

1
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

飯南町公民館舗装工事 飯南町 4,903,800 4,454,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置

飯南町公民館舗装工事

交付金事業に関係する都道府県又は市
町村の主要政策・施策と目標

交付金事業に関係する主要政策
第2次飯南町総合振興計画後期基本計画（令和2年度～令和6年度）
　基本施策5-3：消防・防災対策の充実
　　施策89：防災設備の整備
　　　大規模災害時や救命救急に必要なﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの離着陸場、備蓄倉庫などを備えた防災拠点施設を整備し、防災設備の充
　　　実に取り組みます。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 飯南町

交付金事業実施場所 飯南町　下来島および長谷

交付金事業の概要

川尻公民館および長谷公民館は来島ダム施設周辺に位置し、周辺集落の住民が交流するコミュニティ施設および避難所として
機能する防災施設を担っています。現在は舗装がされていない状況であり、雨天候時の利用において、泥や水溜まりなどが発
生し、利用者にとって危険な状況を引き起こす可能性があるため、施設の機能性と安全性の向上を図るために進入路、駐車場
等の舗装工事を行います。

令和７年度までに舗装工事（表層工）の完了を目指し、地域住民の生活が豊かになるように努めます。周知の方法は看板設置
や広報誌へ掲載します。
令和６年度実施内容　：　川尻公民館の舗装工（下層路盤工）　　　　　　　　A＝518.9㎡
　　　　　　　　　　  　長谷公民館の舗装工（下層路盤工および表層工)　   A＝414.5㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　A＝933.4㎡

事業期間の設定理由 川尻公民館については、令和６年度に下層路盤工、令和７年度に表層工を実施するため



うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

施設の機能性と安
全性の向上を図る
ために必要な舗装

面積100％

施設の機能性と安
全性の向上を図る
ために必要な舗装
面積の割合（％）

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度PDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度末期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

-

評価に係る第三者機関等の活用の有無

なし

達成度 ％ 100

年度

飯南町公民館の舗装面積

活動実績 ㎡ 933.4

活動見込 ㎡ 933.4

交付金事業の総事業費等 令和６年度 年度 年度 備考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和６年度 年度

総事業費 4,903,800

交付金充当額 4,454,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の評価課室 飯南町建設課

4,454,000

交付金事業の契約の概要

計

飯南町公民館舗装工事 指名競争入札 松田建設株式会社　（飯南町） 4,903,800

交付金事業の担当課室 飯南町建設課



　　ること。
（１３）  交付金事業の担当課室の欄は、事業を実施した課室、交付金事業の評価課室の欄
    は、事業評価を実施した課室の名称を記載すること。事業実施課室と評価実施課室が
    同一でも差支えない。

（９）  交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合
　  における定性的な成果及び評価の記載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の
　　要因分析及び次年度に向けた改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には
　　当該機関等の評価を記載すること。
（１０）  評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した
    場合にあっては、第三者機関等の名称及び構成員等を記載すること。
（１１）　交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量
　　を記載すること。
（１２）  交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設け

（７）　評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果
　　指標を踏まえ記載すること。
　   なお、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該
　  機関等による評価実施時期も考慮すること。
（８）  成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、
　　し、評価年度が到来していない場合は、成果実績の欄は空欄とし、評価年度に別途、
　　報告を行うこと。
　　 なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する
　　場合には、当該機関等による評価についても、併せて報告を行うこと。

　（備考） （１）　事業ごとに作成すること。 
（２）  番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。
（３）　交付金事業の概要の欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。
（４）　交付金事業に関係する都道府県又は市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、
　　当該事業が関連づけられている当該都道府県又は市町村の上位政策・施策とその目標
　　を記載すること。
（５）　事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。
（６）　成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する都道府県又は市町村の主要
　　政策・施策とその目標を踏まえて定量的に記載すること。当該事業の定量的評価が
　　困難な場合には、成果目標の欄に、定性的な目標を、交付金事業の定性的な成果及び
　　評価等の欄に、定性的な成果及び評価を記載すること。


